
対象経費例 補助率 補助限度額

建物の賃借料、店舗
改修費、備品及び機
器設備購入費、広告
宣伝費等

1/2 ①都市誘導区域 ２００万
②市長が特に認める区域 １５０万

<対象業種>

①日本標準産業分類に基づく業種のうち、次に掲げる業種を創業し、販売を行うことを想定したもの

 ・大分類I卸売、小売業のうち中分類56各種商品小売業から60その他の小売業までに定める小売業

 （小分類591自動車小売業、605燃料小売業を除く）

 ・大分類M宿泊業、飲食サービス業のうち中分類76に定める飲食店（小分類766を除く）又は中分類     

  77に定める小分類771持ち帰り飲食サービス業

 

②体験型観光を提供する事業

 ・主に市外からの来訪者を対象にチャレンジショップ内で行う体験型事業を提供するもの

  ※運営事業者はチャレンジショップの新規利用者についてその都度報告を行うこと。


